
ナイジェリアおよびほとんどのアフリカ諸

国は、日本と、政治・経済の両面にわたり真

に友好的かつ実りある関係を保ってきました。

日本はアフリカに植民地を持ちませんでした

が、このような関係はアフリカの植民地時代

から続いており、アフリカ諸国が政治的に独

立を獲得していく中でますます深まりました。

現在、日本はアフリカ諸国支援のためにODA

資金の相当部分を充当しています。さらに、

日本はアフリカ開発会議（TICAD）の開催を

通じて、アフリカ諸国の発展に必要な自立し

たモデルの構築を目指してきました。アフリ

カは、このような日本のオーナーシップとパ

ートナーシップを歓迎します。

対外債務の削減

日本は世界第2の経済大国として、アフリカ

諸国の経済活動において重要な役割を果たす

ユニークな立場にあり、わが国が経済発展と

民主化を追求するうえでの戦略的パートナー

となっています。わが国は日本の対応に感謝

していますが、現在のアフリカ諸国の経済情

勢は、さらなる支援を絶対的に必要とする状

況にあります。アフリカの人口6億人のうちの

4分の1をわが国が占めており、ナイジェリア

に影響することは何事も多くのアフリカ人民

に影響します。対外債務の負担は正に非常な

苦しみであり、国家収入の大半は債務の返済

に充てられています。このことにより、絶対

に必要なインフラ整備のための資金がほとん

ど残らない状況にあります。日本が単独もし
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くは西側諸国と協力して、アフ

リカ諸国の債務軽減に向けた行

動を起こすことをアフリカは期

待しています。

日本からの直接投資

海外直接投資は、わが国経済

に大きな影響を及ぼす分野であ

ります。現在までのところ、わ

が国への直接投資は多くありま

せんが、民主化の達成以降急増

している豊富なビジネス機会

を、日本の投資家が利用される

ことを期待しています。わが国

には、石油・ガスの分野や中小

規模の農業分野、すなわち果物

栽培、食品加工、魚肉の缶詰な

どの分野で豊富なビジネス機会

があります。

日本とアフリカの
人的交流

アフリカは、先般の森喜朗総

理のわが国を含むアフリカ訪問

を高く評価しています。このよ

うな首脳の訪問は両国の理解と

友好の促進に役立つものであ

り、もっと頻繁に行われるべき

であります。先の訪問は歴史的

なことであり、かつ注目に値し

ます。この訪問がもたらしたア

フリカに対するモメンタムが、

日本の産業界の方々が今後アフ

リカをしばしば訪問されること

により力強く継続されることを

祈念しています。

（訳：広報グループ） JF
TC
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